
概要

生活科成立の背景となる答申や報告等を踏まえた上で、1989（平成元）年から2017（平
成29）年改訂に至る小学校学習指導要領の文言の変遷を概観し、今後の生活科についての
課題点を論じた。その結果、文言の変更に伴う今日的課題を十分に理解しつつ、「自立への
基礎を養う」や「気づき」といった生活科の教科の特性を生かす重要性を指摘した。

キーワード

生活科　学習指導要領　自立への基礎　気づき

Key Word

Living Environment Studies Courses of Study
the foundation for independence awareness

はじめに

生活科は1989（平成元）年の学習指導要領改訂に伴って誕生した小学校低学年の教科で
ある。生活科の成立背景には、教育課程審議会答申、中央教育審議会答申や臨時教育審議
会答申をはじめとする答申・報告等の存在が指摘されている。それらの背景を踏まえて、
生活科の教育理念は幼児教育や総合的な学習の時間との親和性を有し、知識の教授よりも
学習者の活動や体験を重視する教科目標を示してきた。しかし、成立前の議論では社会科
と理科を統合するという見解もあった経緯から、当初は生活科を社会科と理科の単純な合
科教科であるとする見解も散見された。
生活科には地域社会や自然といった社会科や理科に関連する領域を取り入れた内容もあ
るが、低学年の社会科と理科を廃止して成立した教科であり、生活上必要な習慣や技能を
身につけ、具体的な活動や体験を重視する教科として30年近く歴史を重ねている。そこ
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で、本稿では生活科成立の背景となる答申や報告等を踏まえた上で、1989（平成元）年か
ら2017（平成29）年改訂に至る小学校学習指導要領の文言の変遷を概観し、今後の生活科
についての課題点を指摘したい。
先行研究としては、生活科成立については吉冨・田村『新教科誕生の軌跡―生活科の形
成過程に関する研究』1が詳しく、「前検討段階」「揺籃段階」「第一次検討段階」「第二次検討
段階・前期」「第二次検討段階・後期」「準備・実施段階」の6段階に分けて論じている。ま
た、生活科の文言の変遷については、松田・生野「生活科の研究～生活科誕生と学習指導
要領の変遷～」2において、生活科の誕生となる1989（平成元）年の学習指導要領から、
1998（平成10）年、2008（平成20）年の学習指導要領の文言を比較・考察し、改訂の趣旨
を検討している。さらに、2017（平成29）年の改訂についての研究も散見されるが、例え
ば戸田「生活科の内容の見直しに係る考察」3などが学習指導要領の目標の文言を検討した
ものとして挙げられる。
吉冨・田村と松田・生野の研究は2017（平成29）年の学習指導要領改訂前のものであ

り、戸田の研究は2017（平成29）年の改訂に焦点を当てたものである。このことから、生
活科成立の背景となる報告等を踏まえた上で、1989（平成元）年から2017（平成29）年改
訂に至る小学校学習指導要領の文言を概観し、今後の生活科についての課題点を指摘する
ことを研究の目的とする。
なお、本稿では引用部分を除き、元号の数字はアラビア数字に統一した。

1．生活科成立の意義と背景

生活科の教育理論については、1989（平成元）年に発行された『小学校指導書生活編』
の第1章第1節「生活科新設の経緯」で、戦後の経験主義的教育理論の影響が指摘されてい
る。これまでも、例えばルソーやデューイの教育論が取り上げられている。中野は『生活
科教育の理論と方法』4において、両者を含む教育思想家を「生活科教育思想の系譜」とし
て概説的に説明し、佐々井はルソーの「事物の教育」やデューイの「質的状況」を手掛か
りに詳細に論及している5。これら生活科の理論的背景として、児童中心主義や経験主義の
教育思想が指摘されているのである。
生活科が小学校低学年の教科として新設されたのは1989（平成元）年であるが、その意
義と背景については様々な審議会等による答申・報告によって説明されている。上述の
『小学校指導書生活編』の「生活科新設の経緯」で示された答申・報告等は次の通りである6。

昭和42年　教育課程審議会答申
昭和46年　中央教育審議会答申
昭和50年　教育課程審議会中間まとめ
昭和51年　教育課程審議会答申
昭和58年　中央教育審議会教育内容等小委員会審議経過報告
昭和61年　臨時教育審議会第二次答申
昭和61年　「小学校低学年の教育に関する調査研究協力者会議」審議のまとめ
昭和61年　教育課程審議会中間まとめ
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昭和62年　教育課程審議会答申

吉冨は、「昭和四〇年代の教育課程審議会及び、中央教育審議会において、小学校低学
年の教育の在り方に目が向けられた」7と指摘し、冒頭のふたつの答申を生活科成立経緯の
2段階目に当たる「揺籃段階」に位置付けている。そこで、まずはこの両者の答申を概観
したい。
1967（昭和42）年10月の教育課程審議会答申では、「小学校の教育課程改善の基本方針」
の中で「小学校教育のねらい」の（1）に「日常生活に必要な基本的な知識や技能を習得さ
せ、自然、社会及び文化についての基礎的理解に導くこと」8と示され、低学年の社会科と
理科について指摘を加えている。低学年の社会科に関する教育課程審議会答申の指摘は次
の通りである9。

低学年の社会科については、社会の一員として生活している児童に、身近な社会生
活の意味を正しく理解させ、社会生活に関する基礎的な能力や態度を育てていく基本
的なねらいが効果的に達成できるようにすること。
低学年の内容のうち、具体性に欠け、教師の説明を中心にした学習に流れやすいも

の（たとえば、学級生活と個人の関係を示したものなど）の取り扱いについて検討を
加えるとともに、児童の生活に即した具体的な社会の要素（たとえば、安全に関する
認識や公民としての意識のめばえを育てることなど）等についてもじゅうぶん配慮し
て改善を図り、児童の発達段階を考慮して、他教科、道徳とも関連させて、効果的な
指導ができるようにする。

これらの指摘について、『小学校指導書生活編』は「低学年社会科については、具体性
に欠け、教師の説明を中心にした学習に流れやすい内容の取り扱いについて検討し、発達
段階に即して効果的な指導ができるようにすること」10と要約していると考えられる。
また、低学年の理科に関する教育課程審議会答申の指摘は次の通りである11。

低学年における理科の学習に関しては、低学年の児童の著しい特徴である全体的、
直覚的な物の見方や考え方が、中、高学年の学習の基礎になるものであることを重視
する。
したがって、低学年においては児童がみずから身近な事物や現象にはたらきかける

ことを尊重し、児童が対象を比較したり、関係づけたりするなどの経験を豊富にする
ような内容に改善する。

これらの指摘について、『小学校指導書生活編』は「低学年理科については、児童が自
ら身近な事物や現象に働き掛けることを尊重し、経験を豊富にするように内容を改善する
こと」12と要約していると考えられる。
1971（昭和46）年の中央教育審議会「今後における学校教育の総合的な拡充整備のため
の基本的施策について（答申）」では、「学校段階の特質に応じた教育課程の改善」におい
て「小学校から高等学校までの教育課程の一貫性をいっそう徹底するとともに、とくに小
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学校段階における基礎教育の徹底をはかるため、教育内容の精選と履修教科の再検討を行
うこと」13と説明した上で、次のように指摘している14。

初等教育の段階における基礎的な能力の育成は重要であって、文化の継承と思考、表
現および相互理解の基礎能力を養う国語教育と、論理的思考力の根底をつちかう数学
教育の役割はいっそう重視されなければならない。とくにその低学年においては、知
性・情操・意志および身体の総合的な教育訓練により生活および学習の基本的な態
度・能力を育てることがたいせつであるから、これまでの教科の区分にとらわれず、
児童の発達段階に即した教育課程の構成のしかたについて再検討する必要がある。

ここでは国語教育と数学教育の役割の重視を前提として、低学年を対象とした検討が説
明されている。その上で、「生活および学習の基本的な態度・能力を育てる」という表現
と、「これまでの教科の区分にとらわれず」教育課程の構成を「再検討する」という表現が
登場する。このように、昭和40年代の答申では、既存の教科指導についての問題点が指摘
され、低学年の社会科と理科の改善が課題とされつつも、他教科等との関係も踏まえて検
討が進められていたのである。
両答申を踏まえて1977（昭和52）年に小学校学習指導要領が改訂されるが、小学校の教
科区分は従来のままであった。吉冨は、「第一次検討段階」の説明で、「昭和五〇年前後の
教育課程審議会を中心に、小学校低学年における教科構成等について具体的な検討が行わ
れ、結局、教科はそのままにして合科的な指導を推進すること」として、それは次の検討
段階につながったと指摘する15。吉冨の示す次の検討段階は、『小学校指導書生活編』にも
登場する1983（昭和58）年の中央教育審議会教育内容等小委員会の審議経過報告である。
同報告では、「小学校、特に低学年の教科構成」について、上記の審議等を踏まえつつも
「この時期の児童の心身の発達段階や幼稚園教育との連続性などの観点からみた場合、小学
校低学年の教科構成の在り方は、中学年及び高学年のそれとは異なったものであることが
適当であると考える」16とした上で、次のように指摘している17。

小学校低学年の教科構成については、国語、算数を中心としながら既存の教科の改廃
を含む再構成を行う必要があるが、どのような教科構成が望ましいかについては、こ
れまでの研究の成果や幼稚園教育及び小学校中・高学年における教科内容の改善との
関連にも配慮しながら、今後更に検討する必要がある。

このように、中央教育審議会教育内容等小委員会の審議経過報告では、「小学校低学年
における教科の改廃を含む再構成を行う必要」を明示したのである。一方で、それがどの
ような方向性をもった教科となるかは次の段階の検討課題とされている。
この検討を引き継ぐものとして、『小学校指導書生活編』は昭和60年代の審議のまとめ

や答申を位置付けている。吉冨は「第二次検討段階・前期」は「昭和五九年七月の「小学
校低学年教育問題懇談会」（のちに小学校低学年の教育に関する調査研究協力者会議と改称）
の発足から昭和六一年七月の審議のまとめまでの段階」で「新教科設置に向けて本格的に
検討が進められ」たと指摘する18。

－62－

廣　嶋　龍太郎



1986（昭和61）年7月の小学校低学年の教育に関する調査研究協力者会議「小学校低学
年の教科構成の在り方について（審議のまとめ）」では、「1低学年の教科構成についての
検討の経緯」「2低学年の教科構成改善の視点」「3低学年の教科構成等の在り方」「4新教科設
定に伴う諸問題について」に分けて説明している。
例えば、「2低学年の教科構成改善の視点」において、従来の指摘の中で考慮すべき改善
点を挙げており、低学年の社会科と理科については次のように指摘している19。

低学年の時期に、社会認識や自然認識の芽を育てることは大切であるが、学校教育の
現状をみると、社会科や理科の学習指導はややもすると表面的な知識の伝達に陥るき
らいもあり、内容構成や活動の在り方について再検討を行い、より具体的な活動や体
験を通してこれらの認識を培う方途を考える必要がある。

このような、低学年における表面的な知識の伝達を問題視する視点から、後に触れる教
科目標には「認識」という文言も採用されることはなかった20。また、「3低学年の教科構
成等の在り方」では次のように指摘している21。

児童が自分たちとのかかわりにおいて人々（社会）や自然をとらえ、児童の生活に即
した様々な活動や体験を通して社会認識や自然認識の芽を育てるとともに、そのよう
な活動や体験を行う中において自己認識の基礎を培い、生活上必要な習慣や技能を身
に付けさせ、自立への基礎を養うことをねらいとする総合的な新教科として生活科
（仮称）を設けることとした。

ここでは、新教科を設けることを明示し、「活動や体験を通して」社会や自然を認識し、
「生活上必要な習慣や技能」を身につけ、「自立への基礎を養う」といった、後に生活科の
教科目標の土台となる概念が説明された。また、これを踏まえて生活科（仮称）の目標及
び内容の試案も提示している。なお、同時期には、臨時教育審議会の教育改革に関する第
二次答申でも、教育内容改善の基本方向として、「小学校の低学年の教科の構成について
は、読・書・算の基礎の修得を重視するとともに、社会・理科などを中心として教科の総
合化を進め、児童の具体的な活動・体験を通じて総合的に指導することができるよう検討
する必要がある」22と示されており、これらによって教科再構成の検討が進められたので
ある。
上記の経過を踏まえて、1985（昭和60）年に発足した教育課程審議会は、1986（昭和

61）年の中間まとめにおいて「検討を進めるに当たっては、時代の進展や学校教育の現状、
これまでの教育課程実施の経験などを考慮するとともに、臨時教育審議会の答申や中央教
育審議会の教育内容等小委員会審議経過報告を踏まえる様に配慮した」23と述べている。吉
冨は「第二次検討段階・後期」の説明として、「教育課程審議会での検討から平成元年の学
校教育法施行規則の一部改正及び小学校学習指導要領改訂により生活科が教育課程に新教
科として位置付けられるまでの検討の段階」24と指摘する。
これらを踏まえて、最終的に1987（昭和62）年11月に教育課程審議会の審議のまとめ

がとりまとめられ、翌月に「幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育課程の基準の改

生活科教育の目標と課題 ─ 小学校学習指導要領の改訂を焦点に ─

－63－



善について（答申）」が示された。同答申では「小学校における各教科の編成等」において
次のように示している25。

小学校の中学年及び高学年の各教科の編成については現行通りとするが、低学年につ
いては、生活や学習の基礎的な能力や態度などの育成を重視し、低学年の児童の心身
の発達状況に即した学習指導が展開できるようにする観点から、新教科として生活科
を設定し、体験的な学習を通して総合的な指導を一層推進するのが適当である。

このように、低学年の心身の発達状況に即した学習指導を展開するために、新教科とし
ての生活科を位置付けている。これに続く文言では、そのねらいについて以下のように示
している26。

生活科は、具体的な活動や体験を通して、自分と身近な社会や自然とのかかわりに関
心をもち、自分自身や自分の生活について考えさせるとともに、その過程において生
活上必要な習慣や技能を身に付けさせ、自立への基礎を養うことをねらいとして構想
するのが適当である。なお、これに伴い、低学年の社会科及び理科は廃止する。

このねらいについては、学習指導要領の目標に盛り込まれるものと同一である。また、
それまでの審議過程では低学年の社会科及び理科は生活科の領域として統合されることが
示されていたが、この文言において廃止されることがはじめて明示されたのである。
このように『小学校指導書生活編』に示された生活科の成立経緯を概観すると、昭和40
年代のふたつの答申で低学年の社会科・理科の問題が指摘されたことを直接的な起点とし
つつ、昭和50年代後半から昭和60年代における議論が直接の契機となって、1989（平成
元）年の学習指導要領改訂における生活科誕生に至った流れを確認することができる。
本稿の主題と関連して、今日においても重要な文言としては、小学校低学年の教育に関
する調査研究協力者会議「小学校低学年の教科構成の在り方について（審議のまとめ）」に
おいて、社会科や理科の学習指導が「表面的な知識の伝達に陥るきらい」を指摘した上で
検討を進め、体験を通じた総合的な学習を推進することとした。また、そのための手段と
して「活動や体験を通して」して社会や自然を認識し、「生活上必要な習慣や技能」を身に
つけ、「自立への基礎を養う」ことを明示した点であろう。さらに、これらはルソーやデュー
イらの理論的背景に基づく議論の中にあったこともまた重要であろう。

2．学習指導要領の教科目標の変遷

生活科が新設された1989（平成元）年から2017（平成29）年までの間に、学習指導要領
は4度改訂されている。各改訂における「教科目標」（第1目標）、「学年の目標」（第2各学年
の目標及び内容、1目標）、「学年の内容」（第2各学年の目標及び内容、2内容）を項目とし
て概観すると次の通りである。
1989（平成元）年改訂の小学校学習指導要領における生活科は、教科目標、第1学年及

び第2学年の目標（1）～（3）、第1学年の内容（1）～（6）および第2学年の内容（1）～
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（6）が示された。
1998（平成10）年改訂の小学校学習指導要領における生活科では、教科目標、第1学年

及び第2学年の目標（1）～（3）、第1学年及び第2学年の内容（1）～（8）が示された。
1989（平成元）年版に比べると、学年の内容が2学年にわたるものに整理された。
2008（平成20）年改訂の小学校学習指導要領における生活科は、教科目標、第1学年及

び第2学年の目標（1）～（4）、第1学年及び第2学年の内容（1）～（9）が示された。
1998（平成10）年版に比べると、学年の目標（3）が新たに加わり目標が4項目になり、学
年の内容（8）が新たに加わり内容も9項目になった。
2017（平成29）年改訂の小学校学習指導要領における生活科は、教科目標（1）～（3）、
第1学年及び第2学年の目標（1）～（3）、第1学年及び第2学年の内容（1）～（9）が示
された。2008（平成20）年版に比べると、教科目標に3つの項目が示された他、学年の目
標が既存の項目を再編する形で3項目に整理された。
次に、「教科目標」、「学年の目標」、「学年の内容」の項目ごとの変遷について概観する。
まず、各学習指導要領における小学校生活科の教科目標の変遷について、文言を踏まえて
整理すると以下の表の通りである。（表の中の下線は各年代の改訂において新しく変更・加
筆された文言である）

生活科教育の目標と課題 ─ 小学校学習指導要領の改訂を焦点に ─
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生活科の教科目標は、1989（平成元）年当初の文言を1998（平成10）年、2008（平成
20）年と大枠で維持する形で改訂を重ねてきた。1989（平成元）年から1998（平成10）年
にかけて、「人々」という文言が加筆されたが、これは1999（平成11）年の『小学校学習
指導要領解説　生活編』において「現行（筆者注：平成元年版）のねらいを維持しながら、
児童が身近な人や社会、自然と直接かかわる活動や体験を一層重視し、特に、身近な人々
とのかかわりを重視」28したと説明されている。
2017（平成29）年の改訂では、「育成を目指す資質・能力を明確にし、教育目標や教育

内容を再整理する」29という方針の下、各教科の目標では柱書と（1）～（3）の資質・能力
の項目に分けた文言が示されている。同年の『小学校学習指導要領解説　生活編』では柱
書について、「生活科の前提となる特質、生活科固有の見方・考え方、生活科における窮極
的な児童の姿」30と解説している。（1）～（3）は「生活科を通して育成することを目指す
資質・能力」31であり、それぞれ次のように説明している32。

（1）では生活科において育成を目指す「知識及び技能の基礎（生活の中で，豊かな体
験を通じて，何を感じたり，何に気付いたり，何が分かったり，何ができるようにな
るのか）」を，（2）では「思考力，判断力，表現力等の基礎（生活の中で，気付いたこ
と，できるようになったことを使って，どう考えたり，試したり，工夫したり，表現
したりするか）」を，（3）では「学びに向かう力，人間性等（どのような心情，意欲，
態度などを育み，よりよい生活を営むか）」を示している。

ここでは、（1）の項目で「知識」という文言が登場するが、その説明は「何を感じたり，
何に気付いたり，何が分かったり」といった説明に対応しているように、従来の生活科の
あり方をふまえた目標である。なお、柱書から生活科創設以来継続されて来た「自立への
基礎を養う」の文言が消滅して「身近な生活に関わる見方・考え方を生かし」の文言に置
き換わっていることも特徴であると言えよう。
学習指導要領では、教科目標に続けて「各学年の目標及び内容」を示す形式を取ってい
る。各学習指導要領における小学校生活科の学年目標の変遷は以下の表の通りである。（表
の中の下線は各年代の改訂において新しく変更・加筆された項目である）
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表2　小学校学習指導要領における生活科の学年の目標の変遷 33

1989  
 

 

 

 



生活科の学年の目標は、成立当初から2学年に共通するものとして設定されている。『小
学校指導書生活編』によると、「このような学年の目標の示し方は、従来なかったものであ
るが、児童の発達や教科の特性を考慮して、2学年まとめて示している」34と説明されてい
る。その趣旨を要約すると、「具体的な活動を通して考えたり学んだりしていく発達的な特
徴への配慮」、「児童の生活環境が学校や地域によって違いがあることへの配慮」、「学習の
対象や活動が2学年で重なりがちであることへの配慮」の3つが示されている35。
また、この学年の目標は「生活科の教科目標をより具体的化して示したもの」36とされ、

生活科教育の目標と課題 ─ 小学校学習指導要領の改訂を焦点に ─
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目標（1）と（2）について「自分自身への気付き」を求めている。社会や自然とのかかわ
りをはじめとする諸活動を通じて、「自分を見つめ、自分の長所や取り柄を見出す」37こと
で、「児童に意欲と自信を持たせ、一人一人にその子らしさを育てることをねらいとしてい
る」38のである。このことに関しては、「生活科では、大人の論理を先行させないで、児童
の体験を通した実感的な分かり方を大切にする」39と説明されており、「気づき」はそのよ
うな児童中心主義や経験主義の教育を引き継ぐ生活科特有の考え方と言える。
1998（平成10）年と2008（平成20）年の学年の目標は、同時期の教科目標や学年の内容
の変化も反映しつつ、各年代の特徴を反映した部分的な修正を重ねて来たことが窺える。
特に、1989（平成元）年には『小学校指導書生活編』の中だけで説明されていた「気づき」
の用語が、学習指導要領の目標の文言の中に現れるようになったことも特徴である。これ
らの背景としては、教科成立後10年を経た1998（平成10）年の改訂に際して、「児童が身
近な人や社会、自然と直接かかわる活動や体験を一層重視し、こうした活動や体験の中で
生まれる知的な気付きを大切にする指導」40を重視することが教育課程審議会答申で示され
たことや、20年を経た2008（平成20）年の改訂に際して、「気付きの質を高め、活動や体
験を一層充実するための学習活動を重視する」41と示されたことが背景として挙げられる。
2017（平成29）年の学年の目標は、全項目において大きな修正が行われている。また、

2008（平成20）年の目標（4）が「指導計画の作成と内容の取扱い」に移動し、2008（平
成20）年の学年の目標（1）～（3）の要素を一部踏まえつつも、ほぼ新しい3項目に整理
されている。
次に、内容については変遷を確認する前に、教科成立時の内容構成の考え方について指
摘しておきたい。『小学校指導書生活編』では、1989（平成元）年の生活科の内容につい
て、「基本的な視点とそれを具体化した具体的な視点」によって選択したと説明している。
前者の「基本的な視点」は以下の3項目が示されている42。

（1）自分と社会（人々、物）とのかかわり
（2）自分と自然とのかかわり
（3）自分自身

『小学校指導書生活編』はこれらの視点について、「いずれも自分がその中心となって
おり、そこに生活科が目指す方向と特色が打ち出されている」43と説明している。また、後
者の「具体的な視点については以下の10項目が示されている44。

・健康で安全な生活 ── 健康や安全に気を付けて遊びや生活ができるようにする。
・身近な人々との接し方 ── 家族や友達、先生などと適切に接することができように
する。
・公共物の利用 ── 公園や乗り物などの公共物を大切に利用できるようにする。
・生活と消費 ── 生活に使うものを大切にし、計画的に買い物ができるようにする。
・情報の伝達 ── 日常生活に必要なことを、手紙や電話などによって伝えることがで
きるようにする。
・身近な自然との触れ合い ── 野外の自然を観察したり、動植物を飼ったり、育てた
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りするなどして、自然との触れ合いを深めることができるようにする。
・季節の変化と生活とのかかわり ── 季節の移り変わりによって、生活が変わること
に気付くことができるようにする。
・物の製作 ── 遊びや生活などに使うものを作り、楽しく遊ぶことができるように
する。
・自分の成長 ── 自分でできるようになったことや生活での自分の役割が増えたこと
などに気付き、自分の成長を支えてくれた人々に感謝の気持ちを持つことができるよ
うにする。
・基本的な生活習慣や生活技能 ── 日常生活に必要な習慣や技能を身に付けるように
する。

続いて、1989（平成元）年以降の各学年の内容の変遷についてまとめたのが以下の表で
ある。変遷を把握しやすくするために、『小学校指導書生活編』と『小学校学習指導要領解
説　生活編』を参考にしながら文言の一部を項目名として抽出してまとめている。

生活科教育の目標と課題 ─ 小学校学習指導要領の改訂を焦点に ─
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これによると、内容は、1989（平成元）年から1998（平成10）年への変更点が最も大き
く、その後は項目を一部加えつつも、基本的な枠組みは継承している。2017（平成29）年
には内容のまとまりに応じた項目名が示されたが、これは従来の『小学校学習指導要領解
説　生活編』において説明されてきたものを踏襲している。なお、2017（平成29）年の内
容の文言は、後述するように一文の中に育成を目指す3つの資質・能力が構造的に組み込
まれたものとなっている。
生活科が成立した1989（平成元）年から2017（平成29）年に至る学習指導要領の改訂の
変遷を概観すると、2017（平成29）年の学習指導要領の改訂は、教科目標、学年目標の文
言において大きな変更を伴うものである。なお、内容については、項目上の変更点は少な
く、既存の文言を整理したものである。

3．2017（平成29）年小学校学習指導要領改訂の背景と生活科における課題

2017（平成29）年の学習指導要領の改訂は、生活科成立以来の変遷の中でも特に目標に
大きく手を加えるものになった。この改訂の背景については2016（平成28）年の中央教育
審議会「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及
び必要な方策等について（答申）」に示されている。同答申では、教育基本法、学校教育法
などを踏まえ、これまでの我が国の学校教育の実践や蓄積を活かし、子供たちが未来を切
り拓くための資質・能力を一層確実に育成するといった基本的な考え方が示された。
この考え方に基づいて、全ての教科等を「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」

「学びに向かう力、人間性等」の3つの柱から成る「資質・能力」で再整理し、「何ができ
るようになるのか」を明確にした。生活科の文言においても、育成を目指す「資質・能力」
が明示されていることが、過去の学習指導要領と比べて大きな特徴であると言える。さら
に、各教科等の特質に応じた物事を捉える視点や考え方を「見方・考え方」として示した
ことから、生活科の教科目標に「身近な生活に関わる見方・考え方を生かし」が導入され、
生活科創設以来継続されてきた「自立への基礎を養う」の文言が消滅した。これについて
は、例えば小学校の社会科においても、「社会的な見方・考え方を働かせ」46という教科の
特性を示した文言が導入されている。
さらに同答申では、この「資質・能力」の3つの柱について次のように指摘している47。

「高等学校を卒業する段階で身に付けておくべき力は何か」や、「義務教育を終える段
階で身に付けておくべき力は何か」を、幼児教育、小学校教育、中学校教育、高等学
校教育それぞれの在り方を考えつつ明確にする。

このように、幼児教育から高等学校教育までを通じた見通しを持って、幼児・児童・生
徒が身に付けておくべき資質・能力を3つの柱で明確にしたことが説明されているので
ある。
また、「学びの質の向上に向けた取組」として、諮問の段階では「アクティブ・ラーニ

ング」としてきた視点を「主体的・対話的で深い学び」の実現という表現で明示し、「人間
の生涯にわたって続く「学び」という営みの本質を捉えながら、教員が教えることにしっ
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かりと関わり、子供たちに求められる資質・能力を育むために必要な学びの在り方を絶え
間なく考え、授業の工夫・改善を重ねていくこと」48と説明している。
この答申に基づいて、2017（平成29）年3月には小学校学習指導要領が改訂告示され、

2017年度を周知・徹底期間、2018年度から2019年度の2年間を移行期間として一部を先行
実施し、2020年度に全面実施するものである。
なお、渋谷によると、生活科の各内容には、一文の中に「～を通して（具体的な活動や
体験）、～ができ（思考力、判断力、表現力等の基礎）、～が分かり・気づき（知識及び技
能の基礎）、～しようとする（学びに向かう力、人間性等)」49が構造的に組み込まれている
と指摘される。これらは、上述の3つの柱を踏まえた目標を、構造的に内容の文言にも反
映したものであると考えられる。
これらの今次改訂について、野田は中央教育審議会「生活科・総合的な学習の時間ワー
キンググループ」の主査代理として議論に参加してきた立場から、3つの資質・能力を養
っていく方向性で各教科の統一をはかる必要性に疑問を呈して、「評価の観点まで全部同じ
形で進められていくのはそれぞれの特色が消され得る恐れがあり心配である」50と指摘して
いる。
また、野田は「自立への基礎を養う」の文言が消えたことについても言及している。そ
こでは、「幼児教育の終わりまでに育ってほしい10の姿」の中に「自立心」があることか
ら、小学校ではそれが育っている前提で文言が消えたことの可能性に言及しつつ、「すべて
が幼児教育のおわりまでに育っているかというと、その内容から判断してかなり難しい」51

ために、「自立への基礎を養う」を生活科の教科目標から削除してしまうのは本末転倒であ
ると論じているのである。
そこで、本節では目標と対応する評価の観点についても言及しておきたい。2008（平成
20）年改訂の学習指導要領における生活科の評価の観点は、「関心・意欲・態度」「思考・表
現」「気づき」の3観点である。これは、2010（平成22）年に文部科学省から「小学校、中
学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等に
ついて（通知）」において示された観点である。同通知では、「学習評価における観点につ
いては，新しい学習指導要領を踏まえ，「関心・意欲・態度」，「思考・判断・表現」，「技
能」及び「知識・理解」に整理し，各教科等の特性に応じて観点を示している」52と述べら
れており、基本の4観点のひとつにあたる「知識・理解」は生活科の特性に応じて「気づ
き」に改められているのである。
これに対して、2016（平成28）年の中央教育審議会は「幼稚園、小学校、中学校、高等
学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」では、
次のように指摘している53。

小・中学校を中心に定着してきたこれまでの学習評価の成果を踏まえつつ、目標に準
拠した評価を更に進めていくため、こうした教育目標や内容の再整理を踏まえて、観
点別評価については、目標に準拠した評価の実質化や、教科・校種を超えた共通理解
に基づく組織的な取組を促す観点から、小・中・高等学校の各教科を通じて、「知識・
技能」「思考・判断・表現」「主体的に学習に取り組む態度」の3観点に整理する



2018（平成30）年12月現在の新しい評価に関する動向では、平成30年12月17日教育課
程部会児童生徒の学習評価に関するワーキンググループにおいて、「児童生徒の学習評価の
在り方について（これまでの議論の整理（案））」が示されている。そこでは、「知識・技
能」について、次のように指摘している54。

○「知識・技能」の評価は、各教科等における学習の過程を通した知識及び技能の習
得状況について評価を行うとともに、それらを既有の知識及び技能と関連付けたり
活用したりする中で、他の学習や生活の場面でも活用できる程度に概念等を理解し
たり、技能を習得したりしているかについて評価するものである。
○このような考え方は、現行の評価の観点である「知識・理解」（各教科等において習
得すべき知識や重要な概念等を理解しているかを評価）、「技能」（各教科等において
習得すべき技能を児童生徒が身に付けているかを評価）においても重視してきたと
ころであるが、新しい学習指導要領に示された知識及び技能に関わる目標や内容の
規定を踏まえ、各教科等の特質に応じた評価方法の工夫改善を進めることが重要で
ある。

ここでは「各教科等の特質に応じた評価方法の工夫改善を進めることが重要である」の
指摘がある。教科別の特性については明示されていないが、これまでの生活科の特性に応
じた観点を十分に踏まえた評価が求められている。
新たな3観点が学校間をつらぬく柱として共通化されることは、見通しを持った学びを

実現する上で重要であり、生活科においても幼小の接続という役割をより一層果たすこと
が期待できる。児童中心主義や経験主義の教育を出発点におく教科の系譜に立ち帰って、
生活科の変遷の中で形成された教科の特質を生かしつつ、学校間の接続の役割を果たすこ
とが望まれる。
教科の変遷の中で培われた「気づき」が生活科の特性と位置付けることができるとして
も、「主体的・対話的で深い学び」が求められる今次改訂において、どの教科においても知
識の注入を避けなければならないのは言うまでもない。また、今次改訂における3観点は、
相互に関係し合っていることも特徴である。2016（平成28）年の「生活・総合的な学習の
時間ワーキンググループにおける審議の取りまとめ（生活）」では、気づきに関わる次のよ
うな課題点を明示している55。

活動や体験を行うことで低学年らしい思考や認識を確かに育成し、次の活動へとつな
げる学習活動を重視することである。これまでも生活科においては、「活動あって学び
なし」との批判が繰り返されてきた。前回改訂において、気付きの質を高めることが
示され改善の方向に向かいつつあるものの、具体的な活動を通して、どのような思考
力等が発揮されるのかなどについて十分に検討する必要がある。

これらの課題を解決するために、同取りまとめでは、具体的な活動や体験を通して、「比
較したり、分類したり、関連付けたりなどして解釈し把握するとともに、試行したり、予
測したり、工夫したりなどして新たな活動や行動を創り出していくことを通して、自分自
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身や自分の生活について考え、個別的な気付きが関係的な気付きへと質的に高まったりす
るなど、新たな気付きを生み出すことが期待される｡」56と述べている。これら新しい学習
指導要領の趣旨を踏まえた実践が今後求められる。

おわりに

生活科の教科理念は成立当初から受け継がれてはいるが、今次改訂のような文言の大幅
な変更に際しては、これまでに培ってきた生活科の教科としての特色を踏まえ、新しい観
点の導入に際して十分な理解をした上で、過去の教育実践の蓄積を生かすことが重要と言
える。生活科の蓄積を新しい学習指導要領の実践に適切に接ぎ木して、今日的な課題に応
えることが重要であると考えられる。
なお、本稿では「学年の内容」の変遷は項目のみに留めて文言の詳細を扱うことができ
なかったため、その検討は今後の課題としたい。
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